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工業政策とは，「工業に関する経済政策 (economicpolicy; wirtschaftspolitik) 
である。」1)ことは，周知の事実である。一般に，「経済政策の主体は国家」2)で
あると理解されているので，工業政策といわれるものは，工業活動に対する国
家（公的）介入の総称であるといえる。
いうまでもなく，工業政策は，一般法則を追求する抽象的理論などと異な
り，若干現実的政策との関連において究明されなければならない。そして，何
らかの問題解決を課題として，意識することの経済社会の動向の中にあり，し
ヽ
たがって，工業政策の目標は，基本的には，社会的要請に対応させるといった
工業活動の中にあるといえる。しかも，社会的要請というものは固定的なもの
1)松原藤由著「工業経済概論』 1955年，法律文化社， 299ページ。
2)松原藤由著『経済政策の論理構造」 1964年，法律文化社， 82ページ。
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でなく，経済社会の動向とともに変化するものであるので，工業政策の課題も
社会的要請とともに変化することは当然のことであろう。
ところで，昭和45年末，通商産業大臣より諮問を受けた産業構造審議会は，
「70年代の通商産業政策の基本方向はいかにあるべきか」といった中間答申を
行ない。既成の工業政策を止揚して，新しい工業政策を構築すべきであるとし
ている。工業政策もこのような著しく変貌する社会的要請により変化をせざる
を得なくなっている。
工業政策を中心に取上げた理由は，伊東岱吉教授の述べられているごと<'
工業政策が戦後の産業政策の中枢的存在であったことと同時に，日本資本主義
の中核ともいうべき重要な位置を占めているからである 3)。また，昭和30年代
以降に限定したのは，生産拡大中心の工業政策による重化学工業化がビークに
達し，その結果，昭和40年代になり，公害問題などを契機として，政策転換
（発想転換）すべき段階にきたからである。
今日では，これまでの産業分額の枠ににおさまらない新しいシステム産業が
台頭しており，現実の経済社会では，従来の工業政策の枠を越えた新たな視角
からとらえた工業政策へと，質的に転換をよぎなくされている。しかし，われ
われは，戦後における産業政策の中心は，依然として工業政策にあると理解す
る。
そこで，本稿では，戦後，とくに昭和30年代以降現在に至るまでの工業政策
の展開過程をあとづけ，その中から今後の問題点を明らかにして行きたい。
I 重化学工業化優先の政策
昭和30年代初期のわが国経済は， 「設備投資の急成長， およびこれと結びつ
ヽ
いた工業化のいっそうの進展であった。」 1)このように， わが国の工業発展を
3)伊東岱吉稿「戦後工業政策の性格と展開」伊東岱吉編『戦後日本の工業政策」昭和32
年， 日本評論新社， 3ページ。
1)内野達郎，香西泰，吉川淳稿「戦後経済の発展過程」稲葉秀三，大来佐武郎，向坂正
男編『講座日本経済」第 1巻，昭和40年， 日本評論社， 40ページ。
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支えたものは，爆発的な設備投資を主軸としたものであり，結果的には，設備
投資の増大により工業化が促進されたのであった。それとともに，工業内部に
おいては重化学工業化が進展した。その重化学工業化の進展が，さらに設備投
資を拡大させ，それによって，重化学工業化を進展させるという循環をもたら
したのであった。
重化学工業化の進展は， 他産業，わけても第 1次産業（とくに農業）に大き
な影響を与えたのであった。これまで土地に緊縛されていた農民を農村（過
疎）から都市（過密）へ流出せしめ， より付加価値の高い重化学工業に労働力
移動を促進させることになった2)。このような工業化現象は，必然的に都市化
現象を惹起せしめた。もちろん，都市化 第1表労働力の産業分布（彩）
現象というものは，行政措置（市町村合
併など）によって生じたことはいなめな
いが，基本的には重化学工業の進展によ
るものであろう。
このようにして，第 1次産業（とくに
農業）は非第 1次産業（とくに工業）に比
較して，相対的に衰微させることになっ
た。このことは，わが国労働力の産業分
布表（第1表）により明らかであろう。明
治43年当時，第 1次産業に占める労働力
の割合は， 7割近く占めていたが，昭和
45年には， 2割そこそこにすぎなくなっ
ている。労働力の中心は，非第 1次産業
（第2次産業，第3次産業）に移行してしま
1:1羹1塁情I塁3岱
明治43年 65.1 14.5 20.4 
大正12年 51.4 21. 8 26.8 
昭和10年 44.3 24.7 31. 0 
30年 41. 0 23.5 35.5 
35年 32.6 29.2 38.2 
40年 24.6 32.3 43.0 
45年 19.3 33.9 46.7 
（注）
1. 各年次とも前後1年を含めた3カ年
平均値，ただし，労働力構成の戦後値
は45年のみ。
2. 労働力構成は国勢調査ベース。
3. 資料，戦前値は経済企画庁「長期経
済統計整備改善に関する研究 (ill)」
による。
戦後値は総理府「国勢調査』，経済企
画庁『国民所得統計年報J
野村隆夫，壱岐晃オ編『変貌する企業
社会』昭和47年， 日本放送出版協会，
119ページ。
2)東井正美稿「今日の農民」山岡亮一編「現代農業即題入門J昭和39年， 有斐閣， 101 
ペー ジ。
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ったのである。それは，非第 1次産業の労働生産性が第 1次産業より高く，結
局，労働力を第 1次産業（とくに農業）から吸引したのである。
なお，この時期における工業政策の主要課題は，以上に示したように重化学
工業化にあったが，それは，すなわち輸出振興を意図したのであった。国際経
済の再編成に対処するものであったことはいなめない。この重化学工業化は，
「昭和20年代の後半から鉄鋼，電力，造船，硫安などの基幹産業」3)の近代化，
合理化を継承させ発展させるとともに，技術革新を基礎とした新規産業の開
発，育成することであった。その近代化，合理化の典型的な例（生産設備の近代
化などを進めてきた。）として，鉄鋼業の昭和26~30年度の「第 1次合理化計画」
につづく， 昭和31~35年度の「第 2次合理化計画」（第2次合理化計画は，昭和31
年からはじまり昭和35年ごろにはほぼ完了した。）4) の実施を上げることができる。
相つぐ合理化，わけても第2次合理化の実施により，わが国における「粗鋼生
産高はフランス， イギリスを追い抜き（……）ホット・ストリップ・ミルは 3
基から 7基（……）にふえてアメリカにつぎ，純酸素転炉能力， コー クス比，
出銑比などでは，世界のトップに位するまでになった。そして一方では，深絞
り用鋼板，軽量形鋼，電縫鋼管，高張力鋼など，品質向上と新製品の開発は，
需要産業における技術革新の展開を支える素材的な基盤」 5)にもなった。第2
次合理化計画では，第 1次合理化計画に比較して巨額の資金を続々と新鋭の一
貫工場の建設にまわした。そして，軽量形鋼，高張力鋼などの新製品を積極的
に開発するとともに生産能力を大巾に増強し，飛躍的な労働生産性の向上をも
たらした。この結果，わが国鉄鋼業は，質的にも量的にも世界のトップクラス
の水準に位するまでに成長したのである。
このような重要基幹産業部門の合理化の拡大は，新規産業分野への基礎づく
3)有沢広己監修，服部一馬，宮下武平，山口和雄，中村隆英，向坂正男編「日本産業百
年史ー復興から高度成長までー」下巻，昭和42年，日本経済新聞社， 124ペー ジ。
4)同上書， 124ペー ジ。
5)稲葉秀三，大来佐武郎，向坂正男編，前掲書， 47ペー ジ。
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りを意味するものであった。たとえば，新規産業分野における主なものを上げ
れば，つぎのごとくである。なお，ここに上げたものは，原料を同一とする関
連工業である。第 1は，合成繊維工業である。その朋芽は，戦前にみられる
が，本格的な発展は戦後といえよう。戦後の合成繊維工業の確立，育成に当っ
ては，国家的保護助成政策である「合成繊維産業育成対策」があり，財政資金
による融資，税制上の優遇措置，新合成繊維の需要促進策など講じてきた。 6)
第2は，石油化学工業である。合成繊維工業が急速に成長しはじめると，当
然，その原料化学製品の需要が増大する。石油化学工業は，その要求に答える
べく生産の拡大，新製品の開発をよぎなくされた。しかし，技術的にも全く未
経験の段階のものが多く，政府は「石油化学技術懇談会」を設けて，企業化の
条件を検討した。その結果，昭和30年7月， 「石油化学工業育成対策」を決定
し，その企業化の促進のための，税制上の優遇措置，資金助成，行政上の指導
などを積極的に実施した。 7)第3は，合成ゴム工業である。昭和32年， 「日本
合成ゴム株式会社に関する臨時措置に関する法律」を成立させ，その結果，政
府を筆頭株主とする国策方式による日本合成ゴム株式会社を設立し，国産化を
推進した。その後，モータリーゼーションなどに支えられて軌道にのった。 8)
以上，要するに，一般的にみると新規産業の開発，育成においては，①資金
助成，②税制上の優遇措置，③行政指導とともに，④輸入制限，⑥関税保護対
策などの政策手段が用いられたことが大きな特徴である。しかし，石油化学工
業においては，最初から輸入が自由化されていたことや合成ゴム工業などで
は，政府を筆頭株主とする国策会社方式が採用されたことが， 他の新規産業
（合成繊維工業，自動車工業，電子工業など）分野と比べて異なった特色を有して
6)山田亮三稿「日本の重要産業」臼井吉見編「現代教養全集」第19巻，昭和35年，筑摩
書房， 66~70ペー ジ。
7)有沢広己監修，服部一馬，宮下武平， 山口和雄， 中村隆英， 向坂正男編， 前掲書，
162ペー ジ。
8)同上書， 165ペー ジ。
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いる。このような関連工業は，現実経済のメカニズムを反映して，工業間の需
要に対する供給を誘発するという波及効果をもっており，その波及効果が個別
の工業に対して，インパクトを与えて行くことになる。しかし，個々の工業に
ついてみれば，要需が大きく増大する工業もあれば，あまり恩恵に浴しないも
のもあり，需要増加現象の過程にきわめて大きな相違が生じてくることはもち
ろんのことである。
ところで，国際収支という銀点からみると「当初アメリカからの援助および
特需収入に求められたが，これらの援助および特需収入が減少するにつれて，
安定した外貨収入源として輸出の拡大が至上命令として要請されるようになっ
た。」 9)つまり，アメリカの援助および特需収入によって， わが国の輸入超過
をカバーするといったような形から，国際収支改善は輸出振興策により展開す
べきであることはいうまでもない。すなわち，輸出を増進し，輸入を抑制して
外貨準備の蓄積を図ることである。この時期における貿易振興対策として，国
と民間とで輸出振興対策を審議する輸出会議や海外市場開拓を実施する海外貿
易振興会 (JETRO)などの貿易振興機関が設置されたのである10)。
以上、昭和30年代初期のわが国工業は，各種の重要基幹産業（たとえば，鉄
鋼，電力，硫安など）やその基幹産業の上に立って展開された新規産業（たとえ
ば，合成繊維，石油化学，合成ゴム，自動車など）は， 政府による保護助成政策，
すなわち関税，輸入制限，財政投融資，税制，その他の誘導方法による保護助
成や調整措置などによって，工業発展がなされたことは資源配分の上で大へん
無駄があり，国際分業の利益に反するものであるといった批判があるが，積極
的な工業政策を実施することにより輸出振興が図られたのであった。この重化
学工業化優先の政策は，少なくとも，わが国経済発展の側面からすると決して
間違ったものでなく，合理性をもっていたといえよう。
9)田口陽一稿「産業構造の高度化と貿易政策」神野琉一郎，吉田義三編『経済政策論』
昭和45年，有斐閣， 159ベージ。
10)同上書， 163ペー ジ。
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Il 産業再編成促進の政策
わが国経済は，『投資が投資を呼ぶ』設備投資の過程の中で，生産力の拡充，
生産技術の向上により 1)' 各種の重要基幹産業，新規産業が政府による保護助
成措置を支えとして成長発展してきた。他方， 「世界の産業経済の大勢は， す
でに商品，査本，労働の自由という歴史の流れにもとづいて進んでおり，わが
国としてもいっまでも封鎖経済」 2)の狭い枠内にとどまることは不可能である
といった情勢下にあった。そこで，わが国においても，まず貿易自由化が，経
済政策の課題として登場してきたのは当然のことであった。これまでのわが国
経済の最重要課題は，輸出を振興して，外貨を蓄積するということであった
が，貿易自由化問題を契機に，輸入の促進が促されることになった。
それは，昭和30年に GATT (General Agreement on Tariffs and Trade=関
税と貿易に関する一般協定）の加入にともない，貿易自由化に踏みだすととも
にa), 昭和39年， I MF (International Monetary Fud一国際通貨基金） の8条
国へ移行して，貿易と為替自由化に踏切ったわけであるが， それと同時に OE
CD (Organization for Eocnomic Co-operation and Developmentー 経済協力開発機
構）にも正式加盟り，資本自由化を進める決意を固めたのである。 このこと
は，わが国経済が開放体制へ移行したことを意味するものであり，このような
開放体制による国際競争激化への予測が，新産業体制論を生みだすこととなっ
た。
国際競争という観点から，何よも注目しなければならないのは， EEC(Euro 
pean Economic Communityー 欧州経済共同体）の発展により， 「いままでの先進
1)経済企画庁編「昭和35年度経済白書」昭和35年，大蔵省印刷局， 30ペー ジ。
2)日本マーケティング協会編「貿易自由化と日本企業」昭和35年， 日本マーケティング
協会序にかえて， 1ペー ジ。
3)田口陽一稿「産業構造の高度化と貿易政策」神野埠一郎，吉田義三編『経済政策論」
昭和45年，有斐閣， 164ペー ジ。
4)日本経済新聞社編『資本自由化と日本経済」昭和42年， 日本経済新聞社， 7ベー ジ。
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工業諸国のあいだの経済協力関係に根本的な変化がおこり，世界経済における
これら諸国間の力関係と勢力圏が再編成されつつある」 5)ということであっ
た。このようなEECの発展は，世界経済の経済体制および構造変化にまで影
響を与えるのみならず，少なからず，わが国の工業に脅威を与えることになる
のは明白なことであろう。
ところで，＇本格的な自由化対策の展開は，昭和 35年6月に閣議で決定された
「貿易・ 為替自由化計画の大綱」，さらに昭和36年9月，「貿易・為替自由化促
進計画」に端を発するものである6)。また，昭和35年は，「国民所得倍増計画」
が高度経済成長という政策課題をかかげて登場した年でもある。それによる
と，今後における工業部門の生産と発展方向は，戦後一貫して， 「進められて
きた重化学工業を中心とした産業構造の再編成をさらに進めるとともに，産業
の健全な発展による規模の拡大と生産の多様化を推進することである。その場
合，世界市場に適合した輸出構造の確立を指向する高度加工産業に重点をお
き，機械工業と化学工業を基軸として展開されなければならない。」 7)として
いる。このようにして，わが国経済は，さきに示した自由化の影響下における
脅威感と積極的な高度経済成長政策によるムードの中で，市場拡大を目標とす
る激しい競争がくりひろげられ，機械工業と化学工業に基軸をおいた，いわゆ
る重化学工業化が引継ぎ展開される｀に至ったのである。
しかし，貿易自由化という画期的な段階を迎え，急速度で高度経済成長が進
展する過程で，主要産業分野における生産集中度の低下，使用総資本に占める
自己資本比率の低下などの事態が発生した8)。 このような事態が発生したの
は，わが国の産業構造の欠陥，さらには，急速な経済成長による産業を構成す
5)野村昭夫著「自由化とEEC」1963年，三一書房， 21ページ。
6)小野朝男稿「為替．．為替制度の自由化」『経済評論」第20巻第10号， 1971年9月号，
日本評論社， 44ページ。
7)大来佐武郎著「所得倍増計画の解説』昭和35年， 日本経済新聞社， 224ぺ＿ジ。
8)同上書， 227ページ。
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る企業のあり方に，重大な原因があるのではないかという批判および反省がで
てきた。
以上のような批判や反省のもとで，わが国における産業構造の全般について
検討するために，政府は，新産業秩序（新産業支配体制）という観点から，産業
構造の高度化を推進する方向として，「国家がかなり指導的な力をふるうはず
の『誘導体制」から『官民協調体制』」9)による体制調整を進めるべきであるこ
とを示した。この官民協調体制方式は，政府，産業界，金融界などの共同で産
業体制の弱点を克服して，産業活動の効率化を図ることを目途としたものであ
る。このような官民一体の経済運営は，諸外国の目には， 「日本株式会社」と
して映ることになり，警戒と嫌悪の念をもたせることになった。
なお，官民協調体制方式を具体化したのが，「特定産業振興法案」（大企業基本
法としての性格づけ）であり，「カルテルによって，より強力な独占資本の新体制
を『特定業種』のみならず，全般的におしすすめるための，合併集中の途をひ
らくために制定されようとしてい」10)たが，産業界，金融界の積極的な支持が
得られず，法律として廃案となった。それは，結局，官僚統制をきらって産業
界，金融界がしりごみしたからである。しかし，この法案に盛られた産業政策
思想は，その後の産業政策思想に大きな影響を与えることになるのである。
ところで，さきに述べた昭和39年の OECDへの加盟は，資本移動の自由化
に関する規約にしたがって，資本自由化を一層進めて行かねばならない義務を
負わざるを得なくなった。そして，資本自由化は，貿易自由化が単なる自由な
商品面での競争とは異なり，「1外資導入の制限緩和ー一技術援助契約，外債
借入れ，日本の株式・社債の外国人取得などにたいする現行制限措置の撤廃，
株式など元本回収にたいする制限緩和 2 日本側の対外投資にたいする制限
9)平和経済計画会議，経済白書委員会編「昭和38年度国民の経済白書』昭和38年，平和
経済計画会議， 33ページ。
10)同上書， 67ページ。
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の緩和」11)を意味し，わかりやすくいえば， 対内直接投資と対外直接投資（わ
が国企業が海外に投資する場合）の自由化を図ることである。通常， 資本自由化
という場合の企業者が，いだく異和感または恐怖感は，対内直接投資に限定さ
れて考えている。それは，広く技術開発力，市場開発力，資本調達力を含めた
総合力といった点から，圧倒的に優位だと考えられる外国企業と競争すること
であり，外国企業がその総合力をもって，わが国企業を倒産させたり，または
乗取ったりして，国内市場を独占するというマイナス面も生じる場合がある。
しかし，反対に外国企業の参加により，独占的であった国内市場が競争的にな
るといったプラス面もまたある。そのいずれが望ましいかは別として，少なく
とも，経済的観点からすれば，自由化反対の根拠はきわめて薄いものといえよ
う。
政府は，資本自由化が世界の大勢であると判断して， OECD加盟後3年を
経た昭和42年2月，外資審議会の検討の結果， 同年6月， 「外資審議会の対内
直接投資の自由化措置についての答申」12)を発表した。政府は，これを尊重し
て資本自由化の基本方針を決定した。そして，昭和46年度末を目標とする資本
自由化に取組みはじめ，「外資比率100彩まで自動認可できる業種の増加に努力
しつつも，大勢としては， 50対50の合弁企業を自動的に認可する業種の拡大を
中心に前進させることが，現実的かつ前向きの政策的選択である」13)として，
自由化措置を実施することにしたのである。国際収支がこれまでの赤字基調か
ら，大巾な黒字基調になった現在，国内産業保護を理由に輸入制限を続行すれ
ば，外国からの非難は強まり，わが国は世界において孤立する危険性も生じ，
資本自由化を進めざるを得ないのは周知のごとくである。
しかし，直接，この自由化競争に面したわが国産業は，新たな資本自由化問
題に対処して行かねばならなかった。そして，外貨の自由化推進の圧力は，産
11)吉村正晴著「自由化と日本経済』 1969年，岩波書店， 69ページ。
12) 日本経済新聞社編，前掲書， 246ページ。
13)同上書， 247ページ。
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業界に危機感を強める結果となり，産業再編成が再び鳴動しはじめた。つま
り，資本自由化が基本的な政策目標として登場する段階に至って，産業再編成
優先の政策へと大きく転換したのである。この政策は，スケールメリット論を
理論的根拠として，企業集中，合併，合同および新しい企業の結合関係である
コンビナート化を推進し，企業規模を拡大して，国際的に闘える企業の形成を
意図するものであった14)。その産業再編成の実態には，いくつかの異なるパ
ターンがあるが，およそつぎに示すパターンに要約されるだろう。
第 1は，三菱日本重工と新三菱重工と三菱造船の三菱三重工が合併（昭和38
年），その後，日産とプリンスの合併（昭和41年）， さらには世紀の大型合併と
いわれた八幡・富士の合併（昭和44年）15)に代表される大企業間の再編成であ
る。なお，これらの再編成は，政府が特別融資や減税などによる税制上の優遇
措置を通じて援助，指導をしたものである。これらの合併にみられる産業再編
成は，さきの廃案となった特定産業振興法に盛られた思想を受継いだ官民協調
体制方式による，典型的な再編成であるという特徴を有している。規模の経済
性，国際競争力といった点からの産業再編成の必要性を否定するものではない
が，その方法，程度には問題が残る。経済政策固有の公平と平等という立場か
らすれば，このような大型合併は，そこから生ずる利益を全く正当化されない
ほど集中，所得分配の不平等を拡大させると理解され，管理価格も促す恐れも
あろう。なお，コンビナートについては，公正取引委員会も独占の幣害は生じ
ていない（企業の結合関係が特定地区，特定工場だけに制約されている。）という態度
を取ってきたが，重化学工業化の進展，生産規模の拡大過程で生じる問題（資
本と生産の集中度など）は，新しい独占化現象として注目されうるであろう。
第2は，中小企業を中心とした再編成がある。中小企業は大企業が国際競争
14) 松原藤由稿「資本自由化と産業再編成の諸問題」『経済論集」第16巻第 4•5 合併号，
昭和41年，関西大学経済学会， 202~204ペー ジ。
15)有沢広己監修，服部一馬，宮下武平，山口和雄，中村隆英，向坂正男編『日本産業百
年史ー復興から高度成長まで一』下巻，昭和42年，日本経済新聞社， 136~137ペー ジ。
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カの強化を一貫して目指してきた中で，生産性が低く，それを低賃金でカバー
してきた。しかし，中小企業にとって大きな問題となったのは，高度成長下の
条件変化の過程で，技術革新による市場構造の変化，労働力需給構造による若
年労働力不足に加え，急速に工業を促進してきた発展途上国の追上げの加速化
が， 「伝統的な中小企業の存立基盤を根底から」16)ゆるがすことになったこと
である。
ところで，これまでの中小企業政策は，主として，保護政策（中小企業を市場
の淘汰過程から保護する）， 不利是正政策（中小企業を大企業との競争から不利是正す
る）などといった個別部分的政策であった。だが，高度成長下の条件変化の過
程では，中小企業（問題）を国民経済構造という視野から把握しなおすととも
に，新たな位置づけをすることが要請されざるを得ない。そこで，基本的に
は，中小企業近代化政策を推進することにより， 中小企業の構造改善（体質改
善）を実施することにある17)とする考え方が現われた。
そして，わが国経済の均衡的発展のためには，中小企業の近代化が必要不可
決であるという認識が，• 一般化してきたのである。そのような認識のもとに，
昭和38年，「中小企業基本法」は制定されることになった。それによると，「基
盤変化の現実にもかんがみ，これらの小規模企業の従事者に対して適切な配慮
を加えつつ，中小企業の経済的社会的制約による不利を是正するとともに，今
後の中小企業の進むべき新しい道を明らかにし，中小企業に関する政策の目標
を示すために立法されたのが，この法律であり，いわば本法は中小企業の憲法
ともいうべきものである。」18)として， 中小企業政策の基本方向を明確にした
ものである。この基本法にもとづいて多くの施策が講ぜられたが，その主なも
のは「実態に即した中小企業の近代化を促進し，もって国民経済の健全な発展
16)中村秀一郎著『中小企業」昭和39年，河出書房， 129ペー ジ。
17)加藤誠一稿「資本自由化と中小企業」日本経済政策学会編『資本自由化と経済政策」
（日本経済政策学会年報XVIII)1969年，勁草書房， 25ペー ジ。
18)中小企業庁編『中小企業基本法の解説』昭和38年， 日本経済新聞社， 2ペー ジ。
222 
昭和30年代以降わが国における工業政策の展開過程（熊田） 571 
に寄与することを目的」19)に同年3月，中小企業基本法の中心的な関連法規
である「中小企業近代化促進法」が制定された。これは，中小企業の業種ごと
の実態に応じて，きめ細い近代化計画を実施するものである。また，中小企業
近代化促進を推進するための有力な手段として， 「中小企業の経営管理の合理
化及び技術の向上を図り， もって中小企業の振興に寄与することを目的とす
る。」20)ために，同年7月，「中小企業指導法」が公布されることになった。そ
れは，共同化，協業化，集約化，事業転換などによる高度化事業を推進するた
めに，経営管理の合理化，技術向上を図るために体系的に指導するために制定
されたものである。しかし，きわめて重要な役割をもつにもかかわらず指導体
制が十分でなかった。そこで，中小企業構造の高度化を円滑かつ強力に推進す
るために必要な指器と資金助成を総合的，効率的に実施するため，昭和42年，
「中小企業振興事業団法」が制定され，それにもとづき「中小企業振興事業団」
が創設された21)。
最近における下請中小企業の重要性から，下請中小企業に生じる特有な問題
（下請代金，支払遅延，不当買叩き，事後値引きなど）を解決し， またその振興を図
るために，昭和45年，「下請中小企業振興法」が制定された22)。これは，下請
中小企業を通じて，下請中小企業の根本的体質の改善をなし，健全なる発展を
図るためのものである。とくに注目すべきものとして，特恵関税の実施にとも
なって，金融，税制，指導などの助成措置を講じるため， 昭和46年， 「中小企
業特恵対策臨時措置法」が制定された28)。 それは， 工業化が著しく進みつつ
ある発展途上国（香港，台湾，韓国など）を中心として，特恵関税実施は， すで
に繊維， 雑貨を中心に先進国に進出しつつあり， 特恵関税制度の実施（発展途
19)中小企業庁編「中小企業施策のあらまし」昭和44年，中小企業調査協会， 110ページ。
20)山下修次郎編『中小企業近代化諸法と其の実務」（法令編）昭和39年， 中小金融研究
会， 53ベー ジ。
21)中小企業庁編『昭和42年度中小企業白書」昭和43年，大蔵省印刷局， 329ペー ジ。
22)中小企業庁編「昭和45年度中小企業白書」昭和46年，大蔵省印刷局， 217ペー ジ。
23)中小企業庁編「昭和46年度中小企業白書」昭和47年，大蔵省印刷局， 305ペー ジ。
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上国から輸入される製品に対し，大半は関税率が零ないし，きわめて低い関税率を適用す
るという特恵の供与）は，わが国中小企業に対して， 大きく強烈な影響を与える
ことになった。
それに対処する対策としては，簡単にいえば，品質，コスト面で発展途上国
との競争に格差をつけることであり， そのために， わが国の中小企業に対し
て，金融，税制，指導などの助成措置を講じて，設備近代化によるコストダウ
ン，製品の高級化，高度加工産業などへ事業転換が，それぞれの体質に応じて
採られるようにしなければならなかった。その他，数多くの中小企業施策に関
する法律が制定され実施されたが，これらは，おおむね中小企業基本法の線に
もとづいて展開されたものである。
以上，産業再編成の中心は企業の合併であり，それには，中小企業の再編成
と大企業の再編成と大企業の再編成とがあったが，中小企業の場合，その対策
としてつぎからつぎへと多くの法律が制定されカバーされてきた。しかし，政
策として実効性に欠ける面が多かった。大企業の場合は，産業再編成による大
型合併の多くは，自由化を契機に，国際市場競争の激化に対応する，本格的な
独占的支配の確立，強化のための新しい企業の結合関係として企図された系列
化である。その結合関係の象徴的な現われがコンビナート（とくに石油コンビナ
ート）であり，後述する産業の公害源となった。
Il[ 企業の社会的責任を満しうる政策
戦後，とくに昭和30年代以降の工業政策の展開を振返ってきたが，それによ
ると一般に市場メカニズム面での産業活動に，その中心があったようである。
たとえば，生産力の拡大，新規産業の育成，国際競争力の強化などであり，産
業活動の非市場メカニズム面（市場メカニズムによりカバーしえない領域）は忘去
られていた。この市場メカニズ面と非市場メカニズム面における不均衡は，社
会的不満，社会的不健全の原因になっている1)。
1) Galbraith, J. K., The A.ffuent Society, 1958, Houghton Mifflin Company 
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ところで，わが国において市場メカニズム面，具体的にいえば，産業政策が
他に優先していたことは，結果的には完全雇用をつくりだし，国民所得水準を
引上げる効果を生みだした。それらの目的がほぼ達成されると事情は変化し，
市場メカニズム，つまり産業政策優先は手段としての正当性を失うことになっ
た。昭和40年代に入って，昭和30年代はあまりにも，市場メカニズム面に傾斜
しすぎていたといった反省から，まず昭和42年3月， 「経済社会発展計画」が
策定された。それによると，経済発展計画と社会開発計画とは，互に相対立す
るものでなく，調和して 1つの計画に統合されるべきで，社会開発とは単にひ
ずみ是正という後向きのものではない2)として，経済的側面のみならず，社会
的側面も政策基準として，考慮に入れるべきであるという姿勢を明らかにし
た。つづいて，経済社会発展計画の補正として， 昭和45年5月， 「新経済社会
発展計画」が策定された。経済のめざましい急速な成長発展に比べて，なお立
遅れている社会開発に格別の努力を傾注せねばならない3)として，引続き社会
開発の推進を掲げ，国民福祉の充実に政策的重点をおいている。経済成長を向
上させるために，資源を産業に優先的に使用したので，国民の生活環境の方は
著しく遅れ，物的な豊かさとは別の意味で貧困をもたらすことになった。
さらに，昭和48年2月， もっとも新しい経済計画である 「経済社会基本計
画」が策定された。この計画は「活力ある福祉社会」を実現するために，環境
整備，公害規制，社会保障，物価などについて目標および整備水準を示してい
る4)。これは，新経済社会発展計画が予測，政策などの面で不徹底であり，ま
た内外の環境の激変により，現実遊離になったので，新しい角度から再成しよ
うとして生まれたものである。確かに，新計画の策定の意図は，各種の部分に
Boston, P. 221ガルプレイス著，鈴木哲太郎訳『ゆたかな社会」 1960年，岩波書店，
232ペー ジ。
2)鹿野義夫編『経済社会発展計画の解説』昭和42年， 日本経済新聞社， 2ページ。．
3)八塚陽介編『新経済社会発展解画の解説』昭和45年， 日本経済新聞社， 248~249ペー
ジ。
4)宮崎仁編『経済社会基本計画の解説』昭和48年， 日本経済新闘社， 182~184ペー ジ。
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反映してかなりの進歩はみられる。たとえば，生活環境，社会保障などについ
て実現すべき目標水準，整備水準を具体的に明示しているなど，従来の計画よ
り改善努力がなされている点は評価されてよい。
しかし，その計画の実行性という点からすると，基本的には大差はない。実
行性という意味での反省が不徹底である。計画は個別政策の列挙ではなく，政
策の実現過程こそ問題にすべきであって，政策目的の優先順位とか，政策手段．
の選択といった具体的なものによって明示すべきである。とかく，これまでの
政策目標は一元的で，パイを大きくすることであった。つまり，物的豊かさの
尊重であった。しかし，パイが大きくなった今日では，政策目標は多元的とな
・り，人々の欲望も多様化してきたので，価値観も多様化してきており，福祉と
か生きがいといった，より精神的な豊かさの尊重に転化しはじめたのである。
このような福祉社会に踏込もうとしている段階では，価値観は質的に転換をと
げ，かって物的豊をさをより重視するようになったのである。その価値観は社
会的環境により変化するものである。このように，従来の経済計画と根本的に
異なり，社会という名称が象徴しているように，昭和30年代における高度成長
の過程で生じた欠陥（あまりにも，市場メカニズム面に傾斜していた）を是正しな
がら，昭和40年代の新しい環境に適応して，市場メカニズムにゆだねることの
できない面の開発が強く要請されるようになった。それにともなって，工業政
策も新しい展開過程をたどらざるを得なくなったのであろう。
すでに，昭和30年代から産業活動の非市場メカニズム面に関して，個別的措
置は講ぜられてきたが，昭和40年代に入って，とくに公害問題が深刻化してき
た。確かに問題となっている公害は，わが国だけでなく「先進工業国一般の問
題である。それは現代技術の進歩に基づく工業の発達と，それによる経済成長
のもたらした結果であり，資本主義諸国のみでなく，ソ連邦のような社会主義
諸国でもおこっている問題である」。 5)今日，とくに石油化学コンビナートがも
5)石井金之助稿「公害問題と NegativeIndustry の発生一新産業構造論仮説—」
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たらした公害病（水俣病をはじめイタイイタイ病など），つまり多くの人命を奪っ
た産業による公害が，反人道的な行為として告発され，ょうやく実態が明らか
になり，改めて企業の社会的責任を徹底的に追求されつつある。
このような産業による公害を防止する目的（強力に展開する）として，昭和40
年10年 1日，「公害防止事業団」が発足した6)。公害問題の深刻化に対処して，
公害を是正および解消しながら国民生活を豊かにすることが，産業発展の基本
的姿勢でなくてはならないからである。そして， 「わが国の公害防止対策は，
昭和42年の公害対策基本法の制定」 7)を本質的な契機として， 「大気汚染防止
法」や「水質保全法」および「騒音規制法」の制定などして，公害対策が強化
されてきている。この他，種々の立法措置が講ぜられ実施されたにもかかわら
ず，公害問題はますます深刻化して行き，社会環境破壊，・自然環境破壊が進ん
でいる。このような事実上，犯罪行為さえ含む深刻な事態を生むに至らせたの
は，ひとえに市場メカニズムの重大な欠陥にほかならないのである。
そこで，狭義の公害対策だけでなく， 環境保全対策（自然保護など含む）を総
合的に強力かつ積極的に推進する必要が痛感されるようになり，政府は第65回
通常国会へ，「環境庁設置法案」を提出し， 昭和46年5月24日に成立させ，同
年 7月1日をもって「環境庁」が発足するに至った8)。このように設置された
「環境庁」は，公害対策だけでなく， 自然保護を含むトータルビジョンとし
て，一元的，総合的に推進されることになった。公害はきわめて重大なもので
あり，わが国だけでなく閉じられた“宇宙船地球号”の上では，公害は人類の
命運という見地からももっとも重大な問題なのである 9)。自己の企業利益だけ
を目標に企業経営を営むことは，もはや社会的存在として存立しなくなるだけ
日本経済政策学会編「公害と経済政策」（日本経済政策学会年報XX) 1970年， 勁草
書房， 88ページ。
6)中小企業庁編「昭和40年度中小企業白書」昭和41年，大蔵省印刷局， 462ページ。
7)八塚陽介編，前掲書， 278ペー ジ。
8)経済企画庁編『昭和46年度国民生活白書』昭和46年，大蔵省印刷局， 273ページ。
9) Boulding, K. E., Beyond Economics, University of Michigan, 1968, pp. 285~286 
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でなく，人類の破滅になり，企業は行動で社会的責任を示さねばならない時期
にきている。
以上のことを踏まえて，今後の工業政策の展開方向を展望してみることにし
たい。今後のあるぺき工業政策の展開方向を展望する分析の手懸りを与えてく
れるのが，昭和46年5月25日，「70年代の通商産業政策の基本方向はいかにあ
るべきか」に関する中間答申（産業構造審議会答申）である。 この答申案の基本
的骨子は，過去の重化学工業を中心とする産業構造から脱皮して知識産業を中
心とする知識集約型産業へ産業構造を転換するということが課題の中核となっ
ている10)。しかし，知識産業を中心とする新しい産業， つまり，知識集約型
産業が，今後の主導的産業となりうるだろうか，少なくとも，知識集約型産業
は「アメリカの場合，•国内成長を牽引する主導産業としての性格はそれほど強
くない。」11)としている。それでは，今後の工業政策である一見して得体の知
れない知識集約型産業構造の中核を形成する知識集約型産業とは，一体どのよ
うなものであろうか，答申では，わが国産業の重心が次第に，つぎのような産
業に移行するとして具体的に規定している。
(1) 研究開発集約産業＝電子計算機，航空機，電気自動車，産業ロボット，
原子力関連，集積回路，ファイン・ケミカル，新規合成化学，新金属，特
殊陶磁器，海洋開発など。
(2) 高度組立産業＝通信機械， 事務機械，数値制御工作機械，公害防止機
器，家庭用大型暖冷房器具，教育機器，工業生産住宅，自動倉庫，大型建
設機械，高級プラントなど。
(3) ファッション産業＝高級衣類，高級家具， 住宅用調度品，電気音響器
ボウルディング著，公文俊平訳『経済学を超えて」 1970年，竹内書店， 282~283ペー
ジ。
10)産業構造審議会編『70年代の通商産業政策』（産業構造審議会中間答申）昭和46年，
大蔵省印刷局， 30~31ページ。
11)尾崎巌稿「産業構造転換の経済的諸条件」『経済評論」 1972年3月号， 日本評論社，
27ページ。
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具，電子楽器など。
(4) 知識産業＝情報処理サービス，情報提供サービス，ビデオ産業，ソフト
ウェア，システムエンジニアリング， コンサルティングなど12)を上げて
いるように，従来の工業政策の枠を越えた新たな視点からとらえた工業政策へ
と質的な転換をよぎなくされていることは理解されうる。このような意味で，
この答申には，今日のわが国における産業政策（工業政策）の展開方向が明確
に反映され，示されていると思われるが，その反面，この答申には転換を具体
的に可能ならしめる諸条件について， ほとんど触れられていない，少なくと
も，知識集約化についての年次別計画の策定を含めて，知識集約型産業の位置
づけをはっきりさせるとともに，その問題点を整理し，全産業を通じて，どの
産業を育成するかという優先順位，どの産業を転換するのかといった選択基準
などを含めた目的・手段について早急に検討すぺきであろう。
ところが，答申のいう知識集約型産業なるものをよくみてみると，これらの
産業は，突然として70年代に現われたのではなく，その一部は， 60年代の重化
学工業化が進展する過程で，著しい伸びを示した主要産業成長分野（システム
産業群）として朋芽したものであり， そのまた一部は， 国民の需要の高級化や
産業活動の高級化に対応して出現，あるいは離陸しはじめた産業群である 13)。
しかし，知識集約化を中心とした新しい産業構造への転換はバラ色でない。な
ぜならば，従来の方針である重化学工業中心の発展では，量産体制によるコス
トダウン，それにともなう需要増大というメカニズムで産業が発展したが，こ
のパクーンが全く変化するからである。それに，福祉社会実現といっても結局
のところ，資金源は成長の結果に求めなければならないからである。はたして
知識集約型産業が主導的な産業となり，成長をもたらし福祉社会を実現させう
るであろうか，実際問題として政策実行性といった条件など考慮すれば，転換
が可能であろうかという点は依然と残る。しかし，有限な資源を浪費し，環境
12)産業構造審議会編，前掲書， 31~32ページ。
13)同上書， 32~33ページ。
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破壊を促進する， いわゆる資源多消費型産業である重化学工業などと異なっ
て，公害などといった視点からすれば，充分企業の社会的責任を満しうる産業
といえるだろう。
ところで，以上のような推移過程で，公害と資源問題から産業構造の転換に
ついて，民間有志による産業計画懇談会が「産業構造の改革」と題する提言を・
発表している。それによると提言の 1つの特徴は，公害の発生源となる産業は
抑制し，公害を発生しない産業を推進する新しい産業を考えることである14)。
として，今後，生産を縮小または廃止すべき産業部門の名前を具体的に，いわ
ゆる「ネガティプ・リスト」を掲げて明示したことである。このような大胆な
内容が話題（重化学工業の成長凍結・減少を主張した点においては，きわめて好意的な
評価が与えられるであろう。）を呼んだものの，同改革案は資源と公害の 2つの基
準だけ評価して，国の内外における政治的，経済的，社会的情勢変化や価値観
の変化などといった多くの角度から総合的に判断するといった点で突込みが不
足していて，やや視野が狭いともいえよう。その点，さきに述べた産業構造審
議会答申は，その限りでは，現段階におけるわが国の産業政策の方向を反映し
たものとみて注目されてよいだろう。
しかし，戦後の産業政策の中心は，今日においても依然として，工業政策に
あると理解されるので，あくまでも工業政策は否定されるべきでない。むしろ
工業政策（工業発展）こそ経済発展のために必要である。 それは， 従来のよう
な工業発展とは異なった， 調和（社会，自然，資源など）のある公害のない工業
発展として必要であることを強調しておきたい。
? ? ?
本稿は，「昭和30年代以降わが国における工業政策の展開過程」 と題して，
まず，わが国経済が設備投資を主軸とし，急成長をとげ重化学工業化を達成し
14)産業計画懇談会編『産業構造の改革」昭和48年，大成出版社， 72~73ペー ジ。
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た過程について触れた。また，簡単ながら，工業政策の問題とそれに対応する
各種の政策（輸出振興貿易•為替自由化，資本自由化，産業再編成など），とくに昭
和30年代の高度経済成長過程で生じた， さまざまな欠陥（とくに公害）を是正
しながら，昭和40年代の新しい環境に適応して，非市場メカニズム面が強く要
請されたことについても論じてきた。そして，最近における新しい政策展開の
もとで，産業構造審議会の中間答申の計画展開を契機として，企業の社会的責
任を満しうる政策，つまり，知識集約型産業政策の方向から，これを新しく取
上げられるようになり，その楽観的，悲観的見通しについてみてきた。
そこで，答申で述ぺられたような問題視角から，今後の産業（工業）を取上
げて，これを分析することの必要性を強調した。また，推移過程で民間有志に
よる産業計画懇談会の提言について若干触れた。このように工業政策に対する
基本的な社会的要請は，価値観により変転しているものであり，その変転する
要請に対応するといった形で，工業政策の質的な転換が必要となりつつある。
つまり，従来の工業政策の枠を越えた新たな視角からとらえた工業政策へと質
的な転換をせざるを得なくなり，政策はより一段と高位のところから検討され
ねばならなくなった。
すでに触れたように知識集約型産業は，その方向からみて，少なくともこれ
を短期的にみる限り，それほど簡単に実現性を有していると思われないし，そ
れほど容易に可能なものと受取れないのである。しかし，知識集約型産業は，
勿然として現われたのではなく，重化学工業化が進展する過程で国民の需要の
高度化，産業活動の高度化に対応して，著しい伸びを示したシステム産業群と
して朋芽したもので， または離陸しはじめたものである。短期的にはもとよ
り，長期的には不可能ではなかろうという見方も生まれてくるわけである。こ
のような点が将来の重要な課題となろう。
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